
背景・目的

事業概要

2030年度に26％減のCO2排出削減目標の達成のためには、運輸部門からの
CO2排出量を３割削減する必要があり、自動車からの転換が不可欠である。

自動車からの転換を図るため、公共交通への転換、２次・３次交通の低炭素
化、自転車利用促進、鉄道車両等の省エネ・省CO2化を図る必要がある。

期待される効果

公共交通機関の低炭素化と利用促進に向けた設備整備事業（国土交通省連携事業）

公共交通へのシフトによる自動車の使用抑制及び渋滞緩和によるCO2排出削
減及び地域における公共交通へのシフトの取組をモデルを全国周知すること
による同種の取組の拡大
自動車から低炭素な交通機関、自転車利用への転換によるCO2削減
鉄道車両への低炭素化技術の導入促進によるCO2排出量削減
SiCインバータ等先進的技術の導入を加速し自律的普及を促進

地域の協議会における省ＣＯ２を目標に掲げた公共交通に関する計画の策定
及び当該計画に基づく取組の経費について支援する。
通勤及び業務等での自転車の利用、コミュニティサイクル整備等の自転車利
用環境整備に係る設備等の導入を支援する。
鉄軌道事業者における次世代半導体素子を用いたVVVFインバータ等の先進
的な省エネ機器や鉄道用高効率照明の導入及び中小鉄軌道事業者における省
電力化、低炭素化に資する設備等の導入について支援する。
ジオパーク等の観光地における低炭素な交通システムを構築するために必要
となる車両・設備等の導入を支援する。

事業スキーム

（補助率）
定額国 非営利法人

補助金

（補助率）
1/3、1/2、2/3 地方公共団体

民間団体等
補助金

平成29年度要求額
2,800百万円（新規）

事業内容

１ 低炭素化に向けた公共交通利用転換事業（継続）
自動車への依存度が高い地方都市部を中心に、公共交通ネットワークの

再構築や利用者利便の向上に係る面的な取組を支援し、自動車からＣＯ２
排出量の少ない公共交通へのシフトを促進する。
・間接補助対象：温対法、地域公共交通活性化再生法、エコまち法に基づ

く協議会に属する民間企業、民間団体、地方公共団体等
・補助割合：計画策定支援1/3、計画に基づく取組の支援1/2
・実施期間：平成26年度～平成29年度

２ 自転車利用環境の整備を通じた交通分野の低炭素化促進事業（新規）
自転車通勤あるいは業務利用等の自転車利用促進に係る企業の取組に

対し、整備に係る費用の一部を支援する。
地方自治体が主体となり取り組むコミュニティサイクルの整備に対し、

自転車の購入費及び利用設備整備に係る費用の一部を支援する。
・間接補助対象：地方公共団体、民間団体等
・補助割合：1/2
・実施期間：平成29年度～平成31年度

３ エコレールラインプロジェクト事業（継続）
鉄道車両に対して、エネルギーを効率的に使用するための先進的な省エ

ネ機器の導入や鉄道用ＬＥＤ等高効率照明の導入、中小鉄軌道事業者に対
する省電力化・低炭素化に資する機器の導入等、省電力化・低炭素化につ
いて計画的に取り組む鉄軌道事業者を支援する。
・間接補助対象：鉄軌道事業者及び省エネ機器を鉄軌道事業者にファイナ

ンスリースにより提供する民間企業（ただし、先進的な省エネ機器及
び鉄道用高効率照明以外の導入については中小鉄軌道事業者に限る）

・補助割合：1/3
・実施期間：平成25年度～平成29年度

４ 公共交通と連携した観光地の２次・３次交通の低炭素化促進事業（新
規）
観光地における交通機関について、低炭素な交通システムを構築するた

めに必要となる車両・設備等を補助することで、低炭素な２次・３次交通
のモデルを確立する。
・間接補助対象：地方公共団体、民間団体等
・補助割合：2/3
・実施期間：平成29年度～平成30年度



背景・目的

事業概要

事業スキーム

低炭素型の社会を目指し、マイカーへの依存度が高い地方都市部を
中心に、公共交通ネットワークの再構築や利用者利便の向上に係る
面的な取組を支援し、マイカーからＣＯ２排出量の少ない公共交通
へのシフトを促進する。

地域の協議会における省ＣＯ２を目標に掲げた公共交通に関する計
画の策定及び当該計画に基づく取組の経費について支援

マイカーから公共交通へのシフトによ
る自動車の使用抑制及び渋滞緩和によ
るCO2排出削減
地域における公共交通へのシフトの取
組をモデル事業として全国周知するこ
とで同種の取組を拡大

平成25年度予算
○○百万円

期待される効果

【補助対象者】
温対法、地域公共交通活性化再生法、エコまち法に基づく協議会
に属する民間企業、民間団体、地方公共団体等

【補助割合】計画策定支援 １／３、計画に基づく取組の支援 １／２

【実施期間】平成26年度～平成29年度

【補助の対象となる取組】
バス高速輸送システム（BRT）・次世代型路面電車システム（LRT）
を中心とした公共交通利用転換事業
１．基幹ネットワークの充実・利便性向上（BRT・LRTの導入等）
２．ネットワークの再編・拡充（支線の再編・拡充、乗り継ぎ円滑化等）

富山県高岡市 撮影:（公財）とやま環境財団

事業目的・概要等

イメージネットワークの再編・拡充
（支線の拡充・再編）

輸送力・輸送速度を向上させた幹線と、地域内
をきめ細かくカバーする支線とを組み合わせる
ことにより、利便性と運行効率性を高める。

市役
所

支線：本数増加・新線整備
幹線：輸送力向上・混雑緩和

ＢＲＴの導入

ネットワークの再編・拡充
（乗り継ぎ円滑化等）

乗り継ぎ抵抗を軽減し、シームレス
な運送サービスの提供を図る。

基幹ネットワークの充実・利便性向上
幹線の輸送力及び輸送速度を向上させ、
渋滞の防止、混雑率低下、定時性向上
等を図る。

ＬＲＴの導入

フィーダーバスとLRTの
シームレスな連携

マイカーよりも使い勝手のいい
公共交通体系

自動車の使用抑制及び
渋滞緩和によるCO2削減

低炭素化に向けた公共交通利用転換事業（国土交通省連携事業）
公共交通機関の低炭素化と利用促進に向けた設備整備事業のうち

低炭素化に向けた公共交通利用転換事業（国土交通省連携事業）

国 非営利法人
補助金

（補助率）
1/3、1/2 地方公共団体地方公共団体

民間団体等

（補助率）
定額

補助金



背景・目的 事業概要
健康・エコ志向を背景に通勤・通学等のシーン以外での自転車利用が拡大に加え、コ
ミュニティサイクルの増加に伴い、これまで自転車を利用しなかった層の利用機会が
拡大している。自転車利用によるCO2削減効果は、自動車等の他の交通手段と比較し
て効果の大きい有効なCO2削減対策手法であり、2030年度▲26％の削減目標の達成
の観点からも、自転車の利用拡大によるCO２削減の推進は非常に重要である。

本事業では、自転車利用を一層促進すべく、CO2排出量の少ない自転車を利用する取
組を支援し、自動車等の他の交通手段からの転換によるCO2 削減を目的とする。

期待される効果

自転車利用環境の整備を通じた交通の低炭素化促進事業（国土交通省連携事業）
公共交通機関の低炭素化と利用促進に向けた設備整備事業のうち

自転車利用環境の整備を通じた交通の低炭素化促進事業（国土交通省連携事業）

事業目的・概要等

イメージ

自転車利用に係る環境整備を通じ、自転車利用を促進し、車から自転車への転換を実
現し、自動車利用によるCO2を削減する。

従業員の通勤手段として自転車通勤の制度化、あるいは自転
車の業務利用等の自転車利用促進に係る取組に対し、車両本
体や駐輪場（民間整備に限る）整備に係る費用の一部を補助。
地方自治体が主体となり行うコミュニティサイクルの整備に
対し、車両や利用設備に係る費用の一部を補助。

事業スキーム

国 非営利法人
補助金

（補助率）
1/2

地方公共団体地方公共団体
民間団体等

補助金

地域の自転車利用環境を面的に整備し、
環境・社会便益の多い自転車の利用による車中心社会からの転換を実現

（定額）

自宅
最寄り駅

オフィス

オフィス

コミュニティサイクル＝

駐輪施設＝

商業施設

【実施期間】平成29年度～31年度



背景・目的

事業概要

事業スキーム

【補助対象】鉄軌道事業者及び省エネ機器を鉄軌道事業者に
ファイナンスリースにより提供する民間企業

（ただし、先進的な省エネ機器及び鉄道用高効率照明以外
の導入については中小鉄軌道事業者に限る）

【補助割合】１/３
【実施期間】平成25年度～平成29年度

一日６千万人の利用する鉄道で省電力化・低炭素化の先進
的な取組を進めることで、社会における省エネ・環境意識
の高まりに寄与。
また、鉄道は国民の日常生活・経済活動にとって重要であ
り、電力制限等の非常事態においても、できる限り正常な
運行を可能とすることが不可欠。
鉄道車両に対して、エネルギーを効率的に使用するための
先進的な省エネ機器の導入や鉄軌道車両へのLED照明の導
入、中小鉄軌道事業者に対する省電力化・低炭素化に資す
る機器の導入等、省電力化・低炭素化について計画的に取
り組む鉄軌道事業者を支援することで、鉄道の省電力化・
低炭素化技術の普及を促す。

鉄軌道事業者における次世代半導体素子を用いたＶＶＶＦ
インバータ等の先進的な省エネ機器や鉄軌道車両用LED照
明の導入及び中小鉄軌道事業者における省電力化・低炭素
化に資する設備等の導入を補助する。

期待される効果

平成25年度予算
○○百万円
平成27年度要求額

億円
公共交通機関の低炭素化と利用促進に向けた設備整備事業のうち

エコレールラインプロジェクト事業（国土交通省連携事業）

事業目的・概要等

鉄道分野における低炭素化技術の導入を促進し、一層のＣＯ２排出量
削減に寄与する。
ＳiＣインバータ等先進的技術の導入を加速し自律的普及を促す。
（約１０年で新造電車におけるＳＩＣインバータ搭載車両数５，０００
両を目指す。（年間新造車両数の５０％超を目指す））

イメージ

鉄道駅

蓄電池車両の導入

架線

Ａ列車 Ｂ列車

付近に電車がいない場合
回生ブレーキで

発電した電力を蓄電
A列車が近づいた時に電力を供給

蓄電池装置の設置

車内灯のLED化

ブレーキ
使用時

加速時

蓄電池動力装置

充
電

蓄電池車両

ＳiＣ等次世代半導体素子を用いたＶＶ
ＶＦインバータの導入

電力回生

国 非営利法人
補助金

（補助率）
1/3

鉄軌道事業者等

（補助率）
定額

補助金



背景・目的 事業概要

期待される効果

事業目的・概要等

事業スキーム

国 非営利法人
補助金

（補助率）
2/3 地方公共団体

民間団体等

（補助率）
定額

補助金

国内の観光旅行者数は、前年同月比で増加傾向にあり、
特に、訪日外国人旅行者数は、2000万人の政府目標の達
成目前で、過去最高を記録。
増加する観光旅行者によるCO2排出を削減するためには、
交通分野での低炭素化が不可欠であり、また、地域の特
徴に応じた取組みを推進し、質の高い観光交流を行うこ
とは、地域経済を活性化させ、地方創生にも資する。 【実施期間】平成29年度～平成30年度

【補助対象となる取組】
鉄道、バス等の公共交通機関と連携した交通システム
であって、観光地における低炭素な２次・３次交通を
構築するもの。

ジオパーク等の観光地における交通機関について、低
炭素な交通システムを構築するために必要となる車
両・設備等の導入を支援することで、観光地における
低炭素な２次・３次交通のモデルを確立する。

観光地での交通機関観光地での交通機関

公共交通機関の利用促進及び観光地における低炭素な交通
機関の利用促進により、CO2排出等環境負荷を低減
低炭素な交通システムの構築にあわせて、地域の特徴に応
じた観光資源を活用することにより、地域経済を活性化

公共交通機関公共交通機関

公共交通の利用促進とあわせて、観光地に低炭素な交通システムを導入

低炭素な交通システムの構築を通じた低炭素社会の実現

公共交通機関の低炭素化と利用促進に向けた設備整備事業のうち

公共交通と連携した観光地の２次・３次交通の低炭素化促進事業（国土交通省連携事業）

イメージ


